
  

 
2021 年 6 月 28 日 

さいたま市 
東京電力パワーグリッド株式会社 

埼玉総支社 
 

ゼロカーボンシティ実現に向けた共創推進に関する連携協定の締結について 

 
さいたま市（埼玉県さいたま市、市長 清水 勇人）及び東京電力パワーグリッド株式会社埼玉総

支社（埼玉県さいたま市、総支社長 河野 誠）は、本日、「ゼロカーボンシティ実現に向けた共創推
進に関する連携協定」を締結しました。 

 
本協定は、さいたま市のゼロカーボンシティ（2050 年温室効果ガス排出実質ゼロ）の実現に向けて、

環境・エネルギーの分野において、相互の連携を強化するものであり、エネルギーの地産地消や再生可
能エネルギーの導入拡大など、さいたま市の地域特性を踏まえつつ、ゼロカーボンシティ実現の絵姿を共
に考え、共に創りあげていくことを目的としております。 
 

さいたま市は、2019 年 7 月に「SDGs 未来都市」に選定され、「誰一人取り残さない」という理念の
もと、持続可能なまちづくりを先導する役割を担っており、2020 年 7 月には、国に先駆けて、2050 年
までに温室効果ガス排出実質ゼロ「ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明しました。 

その実現に向けて、2021 年３月には、「さいたま市地球温暖化対策実行計画」の改定を行い、
2050 年の目指すべき姿（温室効果ガス排出実質ゼロ）並びにバックキャスティングによる 2030 年の
目標及びその達成に向けた取組を位置づけ、脱炭素社会に向けた持続可能な都市の実現に向けた取
組を進めております。 
 

東京電力グループは、2050 年のカーボンニュートラルの実現に向けて、電源の脱炭素化のみならず、
需要側での「電化の推進」による需給両面からの取組が重要と考えております。 

また、さいたま市内においては、蓄電池や電気自動車（EV）、再生可能エネルギーなどの分散型エ
ネルギーリソース（Distributed Energy Resources:DER）を近接の需要場所で活用する地産地
消がカギになると考えており、送配電ネットワークを最大限に活用していくうえでも高効率機器の普及促
進とともに、デジタル技術を活用したエネルギーマネジメントの導入などを進めてまいります。 

 
さらに気候変動対策とならんで自然環境や生物多様性の保全も重要な課題であることから、両者は

首都圏における貴重な大規模緑地空間である見沼田圃等の保全や魅力の再発見につながるような取
組などについても連携してまいります。 
 



このように、今後エネルギー施策を契機に、様々な分野でも連携を図ることで、経済・社会が同時に成
長するマルチベネフィットを創出し、脱炭素社会、循環型社会、レジリエントな社会の実現を目指してまい
ります。 
 
 「ゼロカーボンシティ実現に向けた共創推進に関する連携協定」の概要は以下のとおりです。 
 
 【協定の概要】 
 次に掲げる事項について連携するものとする。 
（１）エネルギーの地産地消や面的利用等の推進に関すること 
（２）再生可能エネルギー等の利活用及び導入拡大や脱炭素に向けたエネルギーへの転換（電化

等）に関すること 
（３）レジリエンスの強化に関すること 
（４）生物多様性など自然環境の持つ多様な機能の維持・向上に関すること 
（５）上記を始めとした「地域循環共生圏」の実現を契機とする、環境・経済・社会の統合的取組の

推進に関すること 
 
 さいたま市及び東京電力グループは、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、主体的・総合的
に取組、地球温暖化防止と我が国の社会全体の進化・発展の両立に貢献してまいります。 
 
別紙１：ゼロカーボンシティ実現に向けた共創推進に関する連携協定書 
別紙２：「ゼロカーボンシティ実現に向けたさいたま市と東京電力グループの連携事項」概要 
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都市間連携の推進

 再生可能エネルギー等の利
活用を通じた都市間連携

ゼロカーボンシティ実現に向けたさいたま市と東京電力グループの連携事項（概要）1/2

生物多様性・自然保護分野

 見沼田圃等の自然環境の保全・活用
（尾瀬の自然保護の知見を活かした

環境教育や生物調査など）

都市エネルギーモデルの構築

 送配電ネットワークの最大活用とエリアで
の統合的なエネルギーマネージメントによ
る電気・熱の最適運用

 非常時は、送配電ネットワークから独立
してエリア内で電力融通するなどレジリエ
ンス強化を指向

 二酸化炭素排出量の大幅削減
 再生可能エネルギー等の利用拡大
 エネルギーへの転換（電化等）

 エネルギーセキュリティ強化
 地域（行政・企業）連携によるBCPの向上

 IoT（ブロックチェーン）の活用
 電力データの活用等

脱 炭 素 化 デジタル技術の活用レジリエンス強化

公共施設を核としたエネルギーの
地産地消モデルの構築

 廃棄物発電や再生可能エネルギーの有
効活用に関する連携
- 送配電ネットワーク(自己託送など)
- 分散型エネルギーリソース
- エネルギーマネジメントシステム

系統接続の検討

ＤＸと脱炭素化
（デジタル技術の活用）

 分散型エネルギー導入拡大に資する電力見える化や需給
両面に貢献するオープンプラットフォームの検討

 業務・家庭部門におけるPPA※モデルの検討
※Power Purchase Agreement「電力販売契約」の略

 電力と行政がもつインフラデータを連携し、安心安全につ
ながるサービスを検討
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公民学共創による「エネルギーの地産地消」イメージ

電力の負荷平準化

需要側の電化推進
（エネルギー転換）

都市間連携

特別高圧

郊外のオフグリッド化
電気自動車の普及促進

再エネの調達

ごみ発電所

（自己託送or自営線）

特別高圧

再エネ電気の流れ

市内の再エネ導入最大化

再エネ

卒FIT

学校

蓄電池

病院

卒FIT

住宅 学校

高圧・低圧

再エネ

高圧・低圧

工場

本庁舎等

公共施設等

庁舎

卒FITの地域活用

統合的なエネルギーマネジメント デジタル技術の活用

EV
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高圧・低圧

高圧・低圧


